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臓器移植と法



◆角膜移植法（昭和33年4月17日）――遺族の書面による承諾
◆角膜腎臓移植法（昭和54年12月18日）
――①遺族の書面による承諾，又は，

②死者の生存中の書面による承諾及び遺族の不拒
◆臓器移植法案（各党協議会案）（平成6年4月12日）
――①死者の生存中の提供意思の書面による表示及び

遺族の不拒，又は，
②遺族の書面による承諾

◆臓器移植法案（各党協議会案）に対する修正案（平成8年6月14日）
――①死者の生存中の提供意思の書面による表示及び

遺族の不拒
◆臓器移植法（平成9年7月16日,成立は6月17日,施行は10月16日）
―［①死者の生存中の脳死判定に従う意思の書面による表示及び

家族の不拒，及び］
②死者の生存中の提供意思の書面による表示及び
遺族の不拒

現行の臓器移植法に至る経緯



臓器移植法の内容・適用範囲
(1)本法の内容
①臓器移植に関する基本的理念
②臓器移植目的で死体から心臓，肺，肝臓，腎臓，膵臓，小腸，眼

 球を摘出するための要件（なお，本法の運用指針第11 ２は，これ
 以外の臓器を移植目的で死体から摘出することを禁じている）

③臓器売買の禁止（すべての臓器移植に及ぶ）
④死体から摘出された臓器のあっせんに関わる要件，など
(2)本法の適用がない移植など
①生体から摘出される臓器・組織を利用する移植（例・腎移植，肝移

 植，肺移植，膵臓移植，骨髄移植）
②死体から摘出される組織（例・皮膚，血管，心臓弁，骨，膵島）の

 移植（→運用指針第11 ６：遺族の承諾）
③細胞・組織を原材料とする医薬品等の製造のための細胞・組織の

 採取・利用
④生体・死体から摘出された臓器・組織・細胞の研究利用



臓器移植法第６条第１項

①
 
医師は，死亡した者が生存中に臓器を移植術に使用

 
されるために提供する意思を書面により表示している

 
場合であって，その旨の告知を受けた遺族が当該臓器

 
の摘出を拒まないとき又は遺族がないときは，この法

 
律に基づき，移植術に使用されるための臓器を，死体

 
（脳死した者の身体を含む。以下同じ。）から摘出するこ

 
とができる。



臓器移植法第６条第２項第３項
②

 
前項に規定する『脳死した者の身体』とは、その身体

 から移植術に使用されるための臓器が摘出されること
 となる者であって脳幹を含む全脳の機能が不可逆的に
 停止するに至ったと判定されたものの身体をいう。

③
 
臓器の摘出に係る前項の判定は、当該者が第１項に

 規定する意思の表示に併せて前項による判定に従う意
 思を書面により表示している場合であって、その旨の告
 知を受けたその者の家族が当該判定を拒まないとき又
 は家族がないときに限り、行うことができる。［4項以下
 は省略］



死体からの移植用臓器の摘出要件

【死体（脳死した者の身体〔以下，「脳死体」という〕も含む）
 からの臓器の一般的摘出要件（6条1項）】

①生前の本人の，提供意思の，書面による表示（ドナー
 

カード→臓器提供意思表示カードや運転免許証・健康保
 

険証へのシール）

②①の意思表示があったことを知らされた遺族が摘出を拒
 

まないこと（または遺族がないこと――遺族がない場合
 

については以下では省略する）



脳死体からの移植用臓器の摘出要件

【脳死体から臓器を摘出しようとする場合に，脳死の判定
 を行うための要件（6条3項）】

③本人の，（提供意思に併せて表示される）脳死判定に
 従うという意思の，書面による表示（臓器提供意思表示
 カードや運転免許証・健康保険証へのシール――「私
 は，脳死の判定に従い，脳死後，移植の為に○で囲ん
 だ臓器を提供します。」）

④③の意思表示があったことを知らされた家族が脳死判
 定を拒まないこと



臓器提供の意思表示
【生前に提供意思の表示をなしうる者】

ガイドライン第１
 
書面による意思表示ができる年齢等に関する事

 項

「臓器の移植に関する法律……における臓器提供に係る意思表
 示の有効性について、年齢等により画一的に判断することは難
 しいと考えるが、民法上の遺言可能年齢等を参考として、法の
 運用に当たっては、15歳以上の者の意思表示を有効なものとし
 て取り扱うこと。」

◆臓器を分割・縮小して移植することが不可能な心臓などについ
 ては身体の小さい小児の患者への移植ができない。

【生前の提供意思表示が不可欠】

◆脳死提供者が多くない――平成11年4例，12年5例，13年8例，
 14年6例，15年3例，16年5例，17年9例，18年10例，19年6例。



角膜移植法(昭和33年)における承諾要件

【角膜移植に関する法律（昭和33年4月17日）】

第2条
 
視力障害者の視力の回復を図るため角膜移植術を

 行う必要があるときは、医師は、死体から眼球を摘出
 することができる。

②
 
医師は、前項の規定により死体から眼球を摘出しよ

 うとするときは、あらかじめ、その遺族の承諾を受け
 なければならない。ただし、遺族がないときは、この
 限りでない。

③
 
前項の承諾は、書面をもってするものとする。



角膜腎臓移植法(昭和54年)の承諾要件

第3条
 
医師は、視力障害者の視力の回復を図る目的で行われ

 る角膜移植術に使用されるための眼球を、死体から摘出する
 ことができる。

②
 
医師は、腎臓機能障害者に腎臓機能を付与する目的で行わ

 れる腎臓移植術に使用されるための腎臓を、死体から摘出す
 ることができる。

③
 
医師は、第1項又は前項の規定による死体からの眼球又は

 腎臓の摘出をしようとするときは、あらかじめ、その遺族の書
 面による承諾を受けなければならない。ただし、死亡した者が
 生存中にその眼球又は腎臓の摘出について書面による承諾
 をしており、かつ、医師がその旨を遺族に告知し、遺族がその
 摘出を拒まないとき、又は遺族がないときは、この限りでない。



臨時脳死及び臓器移植調査会答申（平4.1.22）
 「脳死及び臓器移植に関する重要事項について」

本人が何らかの形で臓器提供を否定していたときは、たとえ近親
 者が提供を承諾しても、臓器の摘出は認められるべきではな
 い。また、反対に、臓器提供についての本人の承諾がドナー
 カード等の文書でなされていたときには、近親者はこれを尊重
 することが望ましいものと考える。

なお、臓器提供についての本人の承諾がドナーカード等の文書
 でなされていない場合においても、近親者が諸般の事情から
 本人の提供の意思を認めているときには臓器提供を認めてよ
 いものと考える。さらに、この点に関しては、本人の臓器提供
 についての意思が不明な場合であっても、近親者が提供を承
 諾する場合には、臓器提供を認めるべきであるという意見も
 あった。･･･」



臓器の移植に関する法律案（各党協議会案）
 （平成6年4月12日国会提出）

第6条
 
医師は、次の各号のいずれかに該当する場合には、移

 植術に使用されるための臓器を、死体（脳死体を含む。以下
 同じ。）から摘出することができる。

一
 
死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

 に提供する意思を書面により表示している場合であって、その
 旨の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又
 は遺族がないとき。

二
 
死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

 に提供する意思を書面により表示している場合及び当該意思
 がないことを表示している場合以外の場合であって、遺族が
 当該臓器の摘出について書面により承諾しているとき。



中山修正案（平8年6月）・中山案（平8年12月）

第6条
 
医師は、死亡した者が生存中に臓器を移植術に使用される

 ために提供する意思を書面により表示している場合であって、そ
 の旨の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は
 遺族がないときは、移植術に使用されるための臓器を、死体（脳
 死体を含む。以下同じ。）から摘出することができる。

附
 
則

 
（経過措置）

第4条
 
医師は、当分の間、第6条第1項に規定する場合のほか、死

 亡した者が生存中に眼球又は腎臓を移植術に使用されるために
 提供する意思を書面により表示している場合及び当該意思がな
 いことを表示している場合以外の場合であって、遺族が当該眼球
 又は腎臓の摘出について書面により承諾しているときにおいても、

 移植術に使用されるための眼球又は腎臓を、同条第2項の脳死
 体以外の死体から摘出することができる。



関根修正案(平成9.6.16)によって修正された中山案
第6条

 
医師は、死亡した者が生存中に臓器を移植術に使用される

 ために提供する意思を書面により表示している場合であって、そ
 の旨の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は
 遺族がないときは、この法律に基づき、移植術に使用されるため
 の臓器を、死体（脳死した者の身体を含む。以下同じ。）から摘出
 することができる。

②
 
前項に規定する「脳死した者の身体」とは、その身体から移植術

 に使用されるための臓器が摘出されることとなる者であって脳幹
 を含む全脳の機能が不可逆的に停止するに至ったと判定されたも
 のの身体をいう。

③
 
臓器の摘出に係る前項の判定は、当該者が第1項に規定する意

 思の表示に併せて前項による判定に従う意思を書面により表示し
 ている場合であって、その旨の告知を受けたその者の家族が当該
 判定を拒まないとき又は家族がないときに限り、行うことができる。



平成11年度厚生科学研究「臓器移植の法的事項に関する
 研究」（分担研究者町野朔上智大教授）研究班の改正案

第6条①
 
医師は、死亡した者が生存中に臓器を移植術に

 
使用されるために提供する意思を書面により表示してい

 る場合であって、その旨の告知を受けた遺族が当該臓
 器の摘出を拒まないとき、若しくは遺族がいないとき、又
 は死亡した者が当該意思がないことを表示している場合
 以外の場合であって、遺族が移植術に使用されるため
 の臓器の摘出を書面により承諾したときには、移植術に
 使用されるための臓器を、死体（脳死体を含む。以下同
 じ。）から摘出することができる。



厚生科学研究「臓器移植の法的事項に関する研究」
 （分担研究者町野朔上智大学教授）研究班の改正案

第6条②
 
前項後段の場合において死亡した者が未成年者

 
であるときには、移植術に使用されるための臓器の摘出

 
を書面により承諾する遺族は、その者の親権者であった

 者とする。

③ 第1項の場合において、死亡した者の臓器提供の許否
 

に関する意思は、遺族に確認されなければならない。



森岡正博教授の改正案（現行法6条に追加）

6歳以上15歳未満の者については、生存中に臓器を移植
 術に使用するために提供する意思を書面により表示し
 ている場合であって、かつ親権者が書面によりそれに
 承諾を与えていた場合であって、かつその旨の告知を
 受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないときまたは遺
 族がないときは、この法律に基づき、移植術に使用され
 るための臓器を、死体（脳死した者の身体を含む。以下
 同じ。）から摘出することができる。6歳未満の者からの
 臓器摘出は禁止する。



丸山私案

(1)
 
12歳以上

本人に，脳死判定に従い臓器を提供するという意思表示をする
 ことを認める（親の承諾は，家族・遺族の脳死判定及び臓器摘
 出を拒まない態度を求める要件で保証される）。

(2)
 
12歳未満

子に対して行われる脳死判定に従う意思と臓器提供の意思を
 親が表示すること，および家族・遺族のそれらについて拒まな
 い態度があれば臓器の摘出を認める。ただし，生前に本人が，
 脳死判定に従う意思のないこと，または，臓器の摘出を拒否す
 る意思を表明していた場合には臓器の摘出はできない。



15才未満ドナーの問題の論点の整理

◆脳死体からの臓器の摘出には本人意思が不可欠

森岡案

◆脳死体からの臓器摘出はドナー以外の者の承諾で
 

可能

▼成人と同様の取扱い（町野案）

▼子どもに限定した取扱い（丸山案）



衆議院議員河野太郎私案（2004.11.17.HPで確認）

第6条
 
医師は、次の各号のいずれかに該当する場合には、移植術

 に使用されるための臓器を、死体（脳死体を含む。以下同じ。）から
 摘出することができる。

一
 
死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

 に提供する意思を書面により表示している場合であって、その旨の
 告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は遺族がな
 いとき。

二
 
死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

 に提供する意思を書面により表示している場合及び当該意思がな
 いことを表示している場合以外の場合であって、遺族が当該臓器
 の摘出について書面により承諾しているとき。



臓器移植法改正法案の提出

臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律案（中山案）

議案提出者中山太郎君外5名
第162回国会衆法第38号
衆議院議案受理年月日平成17年 8月 8日（廃案）

第164回国会衆法第14号
衆議院議案受理年月日平成18年 3月31日

臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律案（斉藤案）

議案提出者斉藤鉄夫君外3名
第162国会衆法第39号
衆議院議案受理年月日平成17年 8月 8日（廃案）

第164国会衆法第15号
衆議院議案受理年月日平成18年 3月31日



臓器移植法改正法案（中山案）

第6条
 
医師は、次の各号のいずれかに該当する場合には、移植術

 に使用されるための臓器を、死体（脳死した者の身体を含む。以下
 同じ。）から摘出することができる。

一
 
死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるために

 提供する意思を書面により表示している場合であって、その旨の
 告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は遺族がな
 いとき。

二
 
死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるために

 提供する意思を書面により表示している場合及び当該意思がない
 ことを表示している場合以外の場合であって、遺族が当該臓器の
 摘出について書面により承諾しているとき。

２
 
前項に規定する「脳死した者の身体」とは、脳幹を含む全脳の機

 能が不可逆的に停止するに至ったと判定された者の身体をいう。



臓器移植法改正法案（中山案）

第6条
３

 
臓器の摘出に係る前項の判定は、次の各号のいずれかに該当す

 る場合に限り、行うことができる。

一
 
当該者が第1項第1号に規定する意思を書面により表示してい

 る場合であり、かつ、当該者が前項の判定に従う意思がないことを
 表示している場合以外の場合であって、その旨の告知を受けたそ
 の者の家族が当該判定を拒まないとき又は家族がないとき。

二
 
当該者が第1項第1号に規定する意思を書面により表示してい

 る場合及び当該意思がないことを表示している場合以外の場合で
 あり、かつ、当該者が前項の判定に従う意思がないことを表示して
 いる場合以外の場合であって、その者の家族が当該判定を行うこ
 とを書面により承諾しているとき。



臓器移植法改正法案（中山案）

第6条

１
 
死体臓器を移植用に摘出できる場合

①本人の提供意思
 
＋

 
遺族の拒否の不存在

②本人意思が不存在
 
＋

 
遺族の摘出承諾

３
 
脳死した者の身体からの臓器摘出の前提となる脳死判定ができ

 る場合

①本人の臓器提供意思
 
＋

 
本人による脳死判定の拒否の不存在

 ＋
 
遺族の拒否の不存在

②提供に関する本人意思が不存在
 
＋

 
本人による脳死判定の拒

 否の不存在
 
＋

 
家族の脳死判定承諾



臓器移植法改正法案（斉藤案）

第6条
 
医師は、死亡した者が生存中に臓器を移植術に使用され

 
るために提供する意思を書面により表示している場合（当該意

 思の表示が12歳に達した日後においてなされた場合に限る。）
 

であって、その旨の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒
 まないとき又は遺族がないときは、この法律に基づき、移植術
 に使用されるための臓器を、死体（脳死した者の身体を含む。
 以下同じ。）から摘出することができる。［②③は現行法と同じ］



生殖補助医療と法



生殖補助医療を用いない生殖 AIH AID 体外
受精

借り
腹 

代理
母 

(a) 当事者の生殖器による性行為 × × × × × 

(b) 当事者の精子 ○ × ○
(×) ○ ○ 

(c) 当事者の卵子 ○ ○ ○ 
（×） ○ × 

(d) 当事者女性の体内における受精 ○ ○ × × × 

(e) 当事者女性の体内における着
床・妊娠，及び当事者女性による出産 ○ ○ ○ × × 

 

生殖補助医療を用いない生殖と生殖補助医療を用いる生殖



体外受精・代理母に関する
 日産婦会告，専門委報告書，生殖部会

1983.10～日本産科婦人科学会の会告（同年わが国での体外受精児
 第１例出産，配偶者間のものに限定）

1998.6.長野県の医師，非配偶者間体外受精実施を公表

2000.12.旧厚生省厚生科学審議会先端医療技術評価部会生殖補助
 医療技術に関する専門委員会（設置は1998.10.）「精子・卵子・胚の
 提供等による生殖補助医療のあり方についての報告書」（以下，
 「専門委報告書」）

2001.5.長野県の医師，代理母出産実施を公表（03.05.にも）

2003.4.厚生労働省厚生科学審議会生殖補助医療部会（専門委報告
 の内容に基づく制度整備の具体化のための検討を行うことを目的
 に2001.7.設置）「精子・卵子・胚の提供等による生殖補助医療制度
 の整備に関する報告書」（以下，「部会報告書」）



死後懐胎子認知請求

2003.11.12.松山地裁凍結精子の体外受精で出生した男児の死後
 

認知（嫡出子でない子についての父子関係の確認）の訴えを棄
 却。

2004.7.16.高松高裁、松山地裁判決を取消し、認知請求を認める。

2006.9.4.最高裁，原判決を破棄の上，控訴を棄却し，松山地裁判
 

決を正当とした。

2006.9.8.最高裁，他の死後懐胎子認知請求の訴えを退けた高裁
 判決2件についてなされた上告・上告受理の申立てについて上
 

告棄却・上告不受理の決定を下した。



代理懐胎子の出生届

2005.5.20.大阪高裁抗告棄却――代理出産により2002年10月に
 アメリカ合衆国カリフォルニア州で生まれた双子の男児につい
 て，依頼者である日本人夫婦は，自分たちを子の両親とする
 州裁判所判決に基づいて得たカリフォルニア州の出生届に基
 づいて在米サンフランシスコ総領事館に出生届を出したが，
 帰国後，両親は，地元の自治体から出生届不受理の通知を
 受けた。その取消しを家裁に求めたが、家裁は申立を却下、
 両親はさらにそれに対して即時抗告したが、大阪高裁は，代
 理出産契約は「公序良俗に反して無効とするのが相当｣との
 判断を下し，抗告を棄却した。



代理懐胎子の出生届――向井亜紀さん事件

2003（平成15）年11月ネヴァダ州で代理出産によって子を得た向
 井さん夫婦が，自分たちを子の両親とするネヴァダ州裁判所
 判決に基づいて品川区に出生届を出したが，受理されず，品
 川区に対して，出生届の受理を命じることを求める申立てを東
 京家裁にした。

平成17.11.30.東京家裁審判――申立却下。

平成18.9.29.東京高裁決定――原審判を取消し，品川区長に出
 生届の受理を命じた。

平成19.3.23.最高裁決定――原決定を破棄し，原々決定に対す
 る抗告を棄却した。



平成19.3.23.最高裁決定要旨

１
 
民法が実親子関係を認めていない者の間にその成立を認める

 内容の外国裁判所の裁判は，民訴法118条3号にいう公の秩序
 に反するものとして，我が国において効力を有しない

２
 
女性が自己以外の女性の卵子を用いた生殖補助医療により子

 を懐胎し出産した場合における出生した子の母は，現行民法の
 解釈としては，その子を懐胎し出産した女性と解さざるを得ず，
 卵子を提供した女性との間で母子関係の成立を認めることはで
 きない

３
 
代理出産という民法の想定していない事態が現実に生じている

 以上，代理出産について法制度としてどう取り扱うかに関しては，
 医学的な観点からの問題，関係者間に生ずることが予想される

 問題，生まれてくる子の福祉などの諸問題につき，医療法制，親
 子法制の両面にわたる検討が必要であり，立法による速やかな
 対応が強く望まれる



専門委，部会報告書の基本的考え方

・生まれてくる子の福祉を優先する。

・人を専ら生殖の手段として扱ってはならない。

・安全性に十分配慮する。

・優生思想を排除する。

・商業主義を排除する。

・人間の尊厳を守る。



日産婦会告，専門委

【日産婦会告（AIDは認める。）
 
】

・体外受精・胚移植に関して，精子，卵子，胚のいずれについても，
 第三者からの提供を認めない。

・胚提供に関しては，生まれてくる子とクライアント夫婦との間に遺
 伝的な親子関係がないことから，生まれてくる子の福祉に問題が
 あり，親子関係が不明確化するとして，認められないとしている
 （2004.04.会告）。

・代理懐胎の実施は認められない（2003.04.会告）。

【専門委報告書（AIDを認める。）
 
】

・体外受精に関して，精子，卵子，胚の提供を認める。

・代理懐胎（代理母・借り腹）は，刑罰で禁止する。



部会報告書

【部会報告書（AIDは認める。）】

・体外受精に関して，精子，卵子，胚の提供を認める。ただ
 し，胚提供については，「子の福祉のために安定した養育
 のための環境整備が十分になされること」を条件とする。

・しかし，精子・卵子両方の提供を受けて得られた胚の提供
 は認めない（子がアイデンティティの確立に苦しむ，匿名
 関係の男女から提供された精子と卵子によって新たに胚を
 作成することは生命倫理上問題）。

・代理懐胎（代理母・借り腹）は，刑罰で禁止する。



代理懐胎の許容性

【専門委・部会報告書】

両報告書は，代理懐胎（代理母＝サロゲートマザー・借
 り腹＝ホストマザー）について，「人を専ら生殖の手段と
 して扱ってはならない」，「安全性に十分配慮する」，
 「生まれてくる子の福祉を優先する」という基本的考え方
 に反するものとして，禁止すべきだとした。

【日産婦会告2003.4】
1)生まれてくる子の福祉最優先，2)身体的危険性・精神的

 負担，3)家族関係の複雑化，4)社会が倫理的に許容していな
 いこと，を理由に認めない。



卵子提供に道開く法案、足踏み
 次期国会への提出見送りに

 （朝日新聞2004年12月19日）

第三者からの精子や卵子、受精卵の提供を認める生殖
 補助医療法案（仮称）が次期通常国会にも提出されな
 い方針であることが、18日わかった。昨（2003）年4月に
 厚生労働省審議会の部会が容認の報告書をまとめた
 後も、厚労省や国会議員が及び腰のためだ。国内ルー
 ルが未整備の中、年間数百組の不妊の夫婦が韓国の
 卵子バンクを利用してきたが、同国では来年１月の新
 法施行で卵子売買が禁止される。



日本学術会議
 生殖補助医療の在り方検討委員会

設置期間：平成18年12月21日～平成20年1月31日
(１) 委員会設置の必要性・期待される効果等

生殖補助医療の在り方、生殖補助医療により出生した子の法律
 上の取扱いについては、以前より多くの議論が提起されてきた。本
 年に入り、代理懐胎が大きな話題となり、その明確な方向付けを行
 うべきという国民の声が高まっていると指摘されている。

こうした状況の中、法務省及び厚生労働省から、代理懐胎を中
 心に生殖補助医療をめぐる諸問題について審議を依頼されており、

 これに答える必要がある。

(２) 審議事項

代理懐胎が生殖補助医療として容認されるべきか否かなど、代
 理懐胎を中心に生殖補助医療をめぐる諸問題について、従来の議
 論を整理し、今後のあり方等について調査審議を行う。
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